










英国のシンクタンク DEMOS の Leadbea-
ter (1997) が社会起業家 (Social Entre-
preneur) について取り上げてから､ すでに






論や､ 塚本 (2008) の非営利組織アプローチ
から､ 台頭の背景､ 課題についての考察があ
る｡ 石井 (2010) は､ 英国の社会的企業の支
援について､ これまでの流れを整理している｡











SEUK (Social Enterprise UK) の政策研究











会的排除 (Social Exclusion) の問題に取り
組むために､ 内閣府に社会的排除対策室：S






推進力の結合｣ (塚本､ 2008) ととらえた｡
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(Social Enterprise Unit：SEU) が設置さ
れる｡ ここでは､ 2002 年に ｢社会的企業成










前身である SEC (Social Enterprise Coali-


















更に､ 鈴木 (2009) によると 2004 年には
中間支援組織の機能強化プログラム､ チェン







主な支援策として､ 鈴木 (2009) は以下の 3
点をあげている｡
① フェニックスファンド5 (Phoenix Fund)
設立 (2000)
② コミュニティ投資税額控除制度6 (Com-
munity Investment Tax Relief：CITR)
の創設 (2003)














The Skoll Center for Social Entrepreneur-
ship と社会的企業を支援する政府系の組織
である Social Enterprise UK (SEUK) を
訪ねた｡
 University of Oxford, Sad Business




中では､ 一番歴史が浅い｡ 2003 年にスコー
ル財団により､ 社会起業家研究の拠点として､
The Skoll Centre for Social Entrepreneur-
ship が設置されている｡ 現在､ 評価が高まっ
中京企業研究34
ており､ 競争率が最も高い MBA8の一つと
される｡ Dr. Alex Nicholls 氏を訪ねた｡ Dr.
Alex Nicholls 氏は､ University Lecturer in











はじめに､ 2 週間､ デザイン思考についての
講義を行う｡ その後 8人の社会起業家に講演





 Social Enterprise UK11
(2012 年 11 月 1 日訪問)
次の訪問先であるソーシャル・エンタープ










トワークを持ち､ ①Chief Executive &
Finance､ ②Policy､ ③Communications &
Membership､ ④Business & Enterprise の 4
部門から成り立つ｡ メンバーは 14 名である｡
ここでは､ Policy and Research Coordi-
nator の Charlotte Chung 氏が応対してく
れた｡
 英国の社会的企業を取り巻く現状
2008 年以降の政府の動きとしては､ 2 章で
述べたサードセクター局 (OTS) が､ 市民
社会局 (Office for Civil Society：OCS) に､
組織変更している｡
現在､ 英国政府では､ 基本政策の一つとし
てBig Society (大きな社会) をあげている｡
以下に､ Cabinet Office (英国内閣府) WEB14
より､ 整理して示す｡











与える｡ DCLG (Department for











に す る だ ろ う ｡ 労 働 年 金 省















Office for Civil Society (OCS) は､






Chung 氏は､ 上記のOCS の戦略的なパー





ただいた｡ この 10 年間､ 社会的企業は増加












Big Society Capital という融資機関の設立
をあげている｡ ここでは Dormant (休眠口






















次に､ SEUK の調査に基づき､ 現段階で
の社会的企業について実態を見ていこう｡
今回訪問した SEUK では､ 現状把握と支
援の方針を得るために､ 2 年ごとに社会的企
業の調査 を行っている｡ 社会的企業の数は､
2009 年は､ 5355 組織であった｡ 2011 年には､
8111 組織であった｡ このうち 210 箇所にオ
ンライン調査､ 655 箇所に電話インタビュー
したものである｡ 本稿では､ 2011 年のサー
ベイから､ 社会的企業の概要がわかると思わ















2009 年と 2011 年で比較したものである｡
中央値は 2009 年 17 万 5 千£ (約 2,300 万

















(出所) A report on the State of Social Enter-

















(出所) A report on the State of Social Enter-
prise Survey 2011 を元に筆者作成｡
図表④ 社会的企業の雇用者数の現在と未来
(出所) A report on the State of Social Enter-











9 社会的弱者 (子どもと若者) 10％
10 安価な住宅の提供 10％
(出所) A report on the State of Social Enter-

































































規制 例 (健康と安全) 9％
(出所) A report on the State of Social Enter-








規制 例 (健康と安全) 9％
市場参入の困難さ 8％
現在の経済状況/市場の条件/景気の後退・失業率 8％
(出所) A report on the State of Social Enter-































































例えば､ 特に EU の社会的企業18の場合､
活動部門としては､ 公的セクター (政府､ 行
政) や民間セクター (企業) に属さず､ サー
ドセクター (非営利組織､ 協同組合､ 慈善団





































ルザガ (Borzaga, 2001) は､ 社会的企業に
は出発時の規模以上には成長できない傾向も
しばしばあると述べている｡























りも､ スキルや知見を皆で共有し､ 移転､ 発
展させるための協働ネットワークが重要と考









































国家戦略 (Bringing Britain together: a na-
tional strategy for neighbourhood renewal)
出所 (2009 年英国の青少年育成施策の推進体
制等に関する調査報告書)
2 Policy Action Team
3 Social Enterprise, A Strategy for Success
4 経営に関する専門知識の全国拠点の設置 (ファ









8 2009 年､ フィナンシャル・タイムズによるフ
ルタイム・MBAランキングでは第 9位であっ
た
9 Social Entrepreneurship: New Models of
Sustainable Social Change (2006), Social
Innovation (2012)









15 Regional Development Agencies 1999 年に
ブレア政権時に発足｡
16 A report on the State of Social Enterprise
Survey 2011





象｣ L'Emaergence des Enterprise Social en
Europe
引用・参考文献一覧




Borzaga, C. and Defourny, ed (2001), The
Emergence of Social Routledge. (内山哲郎・
石塚秀雄・柳沢敏勝共訳 『社会的企業』 日本
経済評論社､ 2004)






支援｣ , 『ソーシャル・イノベーション』､ 日















Social Enterprise. org. uk Survey 2011
鈴木正明 (2009) ｢英国のソーシャルエンタープラ
イズ―日本の社会的企業育成への示唆を探




塚本一郎 (2006) ｢社会的企業：｢営利｣ と ｢非営
利｣ のハイブリッド｣､ 『ボーダレス化する
CSR』､ 同文館出版､ 第 13 章 pp. 237-258.
大山博 (2005) ｢英国の社会起業によるソーシャル
インクルージョン｣､ 『ソーシャルインクルー
ジョンと社会 起業の役割』､ ぎょうせい
中京企業研究42
